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 平成２２年度	
 事業報告 
 
 
	
 平成２２年度は、第４３回通常代議員会（平成２２年２月６日開催）において承認さ

れた事業計画の具体化に取り組んできた。平成２４年度診療報酬改定に向けて薬剤師の

病棟配置に対する評価を重点要望項目として、社会保険部が中心となり関係機関と協議

を重ねてエビデンスのある要望項目の検討、エビデンスの収集を行った。 
	
 チーム医療における薬剤師業務は、「新しい業務展開に向けた特別委員会」が中心とな

って、全病院で取り組むべき課題を「厚生労働省医政局長通知（医政発０４３０第１号）

医療スタッフの協働・連携によるチーム医療の推進について」を「日本病院薬剤師会に

よる解釈と具体例（Ver.1.1）」として取りまとめ日病薬誌及び本会のホームページに掲

載して会員に周知した。 
	
 病院・診療所薬剤師の処遇への対応については、平成２４年に薬剤師６年制を修了し

た薬剤師が輩出されることから関係省庁に対して、「６年制薬学教育を受けた薬剤師に見

合った、公務員薬剤師の俸給表の新たな制定」を要望した。 
	
 平成２２年５月１７日から長期実務実習が開始されたことから、長期実務実習に関す

る調査を実施し、その調査結果から長期実務実習に関する実態と問題点を把握し、今後

の実務実習が円滑に実施されるように検討を行った。 
	
 医療安全対策については、日本国内で発生した多剤耐性菌による院内感染事例が報告

されたことなどから、会員に対して本会のホームページを通して院内感染対策について

周知するとともに、２型糖尿病の患者に適応があるヒトGLP-1アナログ注射液の使用に

よる医療事故が発生したことから、医薬品による医療事故防止に薬剤師が積極的に加わ

るよう提起した。	
 

	
 新公益法人制度への移行については、一般社団法人における定款、定款細則、諸規定

等を策定するとともに、移行に伴う運営スケジュール等、多くの事項について検討を行

い、平成２３年２月１０日付きで内閣府に移行許可申請書を提出した。 
	
 生涯研修制度については、生涯研修委員会で均質で高度な生涯研修を提供するために

e-ラーニングを平成２２年１１月から開始するとともに、生涯研修認定制度を円滑に運
営することを目的として「生涯研修認定制度ガイドラインVer.1」を策定した。 
	
 専門薬剤師認定制度については、平成２２年度も各領域の薬物療法認定薬剤師、専門

薬剤師（がん専門薬剤師を除く）の養成研修、認定試験を実施し認定者を輩出した。 
	
 医薬品情報の適正化については、新医薬品と後発医薬品のインタビューフォームに記

載された医薬品情報について「インタビューフォーム検討会」で検討し、医薬品情報の

適正化を図るとともに、１２疾患の重篤副作用疾患別対応マニュアルの原案を策定した。 
プレアボイド報告については本会のホームページにプレアボイド優良事例を公開するな

どの充実を図った。 
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 また、３月１１日（金）に発生した東日本大震災（東北地方太平洋沖地震）に伴い、

３月１２日（土）に本会に災害対策本部を設置し、被災状況の確認と情報収集とともに

ホームページを介して大震災に関する情報の配信を行うとともに、①被災地の病院薬剤

部への薬剤師派遣。②各病院から派遣する医療チームへ薬剤師が必ず入るようにする働

きかけ。③被災地支援の義援金募集を活動目標に設定し、事務局を中心に取り組んだ。 
④薬剤師ボランティアを募集して、被災地の医療機関へ薬剤師を派遣するなどの対応を

とった。 
	
 以下に、平成２２年度に実施した各事業内容、活動内容等の概要について報告する。 
 
Ⅰ．委員会、執行部関係 
１．	
 診療報酬改定への取り組み 
	
 平成２２年度診療報酬改定では、チーム医療関連として「栄養サポートチーム加算」、

「感染防止対策加算」、がん関連として「がん診療連携拠点病院加算」、「外来化学療

法加算の増点」、「介護老人保健施設入所者に対する抗がん剤注射薬の算定」、「無菌

製剤処理科の増点」、「無菌製剤処理料の出来高評価」「抗悪性腫瘍剤処方管理加算」、

医療安全関連として「医療安全対策加算」、「薬剤管理指導料医薬品安全性情報等管理

体制加算」、精神科関連として「非定型抗精神病薬加算」、医療連携関連として「薬剤

情報提供料手帳記載加算」、「退院時薬剤情報管理指導料」、「介護支援連携指導料」、

後発医薬品関連として「後発医薬品使用体制加算」など病院診療所に勤務する薬剤師の

活動が評価された。中央社会保険医療協議会（中医協）の平成２２年度診療報酬改定に

ついての答申書に、「薬剤師の病棟配置の評価を含め、チーム医療に関する評価について

検討を行うこと。」が附帯意見として明記された。これを受け「平成２２年度病院薬剤部

門の現状調査」において、全病院における薬剤師の病棟配置の実態について調査を行い、

薬剤師の病棟配置等の要望する際の基礎資料とするため解析を行なった。	
 

また、各都道府県病院薬剤師会に対し「平成２４年度診療報酬改定要望項目の募集に

ついて」（平成２２年６月５日日病薬発第２２‐１７２号）を発出し、都道府県病院薬剤

師会からの意見も含めて、エビデンスのあるものを中心にした要望項目の検討を行ない、	
 

重点要望事項は「薬剤師の病棟配置に関する評価」など８項目、一般要望事項は「後発

医薬品使用体制加算の算定要件の緩和」などの１５項目とした。医療技術評価に関する	
 

要望事項は、重点要望項目として「無菌製剤処理料１（増点）」など４項目、一般要望事

項は「調剤料（麻薬、向精神薬、覚せい剤原料又は毒薬加算の増点）などの１３項目と

した。 
 
２．チーム医療における取り組み 
	
 厚生労働省医政局は、平成２２年４月３０日付けで「医療スタッフの協働・連携によ

るチーム医療の推進について」を医政局長名で各都道府県知事宛に、各医療機関に対し

て、多種多様な医療スタッフが各々高い専門性を前提として、目的と情報を共有し、業

務を分担するとともに互いに連携・補完し合い、患者の状況に的確に対応した医療を提
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供する「チーム医療」を推進していくことを通知した。この通知のなかで、薬剤師につ

いては、チーム医療において薬剤の専門家である薬剤師が主体的に薬物療法に参加する

ことの有益性を指摘するとともに、薬剤師が取り組むべき業務として９項目の業務例が

示されたことから、本会ではチーム医療のなかで薬剤師が一層貢献すべきであると考え、

その具体化を推進するためにこの９項目の業務例について検討し、本会の見解と方針と

して、全病院で取り組むべき課題を「厚生労働省医政局長通知（医政発０４３０第１号）

医療スタッフの協働・連携によるチーム医療の推進について」日本病院薬剤師会による

解釈と具体例（Ver.1.1）」として取りまとめ、平成２２年１０月２９日付けで本会のホ

ームページに掲載するとともに、日病薬誌第４７巻１号に掲載し、会員に周知した。

Ver.1.1 は小冊子にして、各都道府県病院薬剤師会会長、薬系大学、行政機関、病院関

係団体に配布した。 
	
 また、薬剤師の新しい業務展開の啓発と医薬品に関連した副作用としての身体所見を

把握するための基礎を習得することを目的とした研修会を平成２３年３月１２日（土）

大阪梅田研修センター、３月１３日（日）は東京の都市センターホテルで開催する予定

であったが、３月１１日（金）に発生した東北地方太平洋沖地震により、交通機関の一

部区間が不通となり、断続的に強い余震が続いたことなどから研修会を延期した。 
 
３．病院における長期実務実習体制の強化への取り組み 
(1)	
 長期実務実習に関する実態の把握 
	
 薬学教育６年制における長期実務実習は、平成２２年度から実施されることから円滑

に長期実務実習を進めるために、薬学教育委員会が中心となって長期実務実習の受け入

れ体制の強化について検討を行った。第１回の長期実務実習は５月１７日~７月３０日

までの期間に実施されたが、第１回目の長期実務実習の終了に伴い、その状況を把握し、

今後の在り方、実務実習コア・カリキュラムの見直し等に反映させ、より質の高い長期

実務実習を行うための基礎資料とすることを目的として、「第１回６年制長期実務実習に

対するアンケート調査」を７月末に各都道府県病院薬剤師会に依頼する形で実施した。 
この調査は、受入施設に関する事項と派遣大学に関する事項の２つに分け、受入施設に

は「モデル・コアカリキュラムSBOsの実施状況」、「十分に指導できなかったSBOの
対応」等の２１項目について、派遣大学には、「実習費契約額」、「大学側からの実習内容

に対するサポート」等の１２項目について回答を求めた。回答施設数は、９３２施設で

あったが、今回の調査結果から、実習生が担当患者のカルテを閲覧できない施設、賠償

責任保険に加入していない施設が存在するなどの実態が明らかになるとともに、モデ

ル・コアカリキュラムの内容の変更、SBOsの内容の変更を求める意見が多く見られる
など幾つかの問題点を把握することができた。 
(2) 薬学教育に関連する機関との連携 
	
 新薬剤師養成問題懇談会は、国公立大学薬学部長会議、日本私立薬科大学協会、日本
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病院薬剤師会、日本薬剤師会、厚生労働省、文部科学省の６者をもって構成され、オブ

ザーバーとして、薬学教育協議会、日本薬学会薬学教育改革大学人会議、日本薬剤師研

修センター、全国薬科大学長・学部長会議、薬学教育評価機構、薬学共用試験センター

が参加して、主として長期実務実習の実施体制の整備等について議論する場であるが、

第１０回の懇談会が平成２２年４月２７日（火）に経済産業省別館会議室において開催

され、５月１７日から実施される長期実務実習について、６者の現状の取り組みについ

て報告があった。本会では、長期実務実習について受入施設、受入学生、一施設で到達

目標の全てを実習することが出来ない場合の対応、学生の評価等について「病院におけ

る長期実務実習に対する基本的な考え方」を示した。併せて、実務実習について協議さ 
れ、本会からは早期のモデル・コアカリキュラムの見直し、多施設での病院実習の取り

組み、地域偏在の格差の解消を含めた実習の在り方の３項目の提言を行った。 
	
 また、薬学教育協議会、病院・薬局実務実習中央調整機構の会議に薬学教育担当理事

が出席して、長期実務実習が円滑に実施できる体制を確立させるために、病院実習の地

域偏在を少なくするために「ふるさと実習」、「グループ実習」の必要性を提唱してきた。 
(3) 東日本大震災により被災した薬学生の実務実習への対応 
	
 東日本大震災により、平成２２年度第３期（１月１１日~３月２５日）の実務実習期

間中に東北地方の医療機関において、多くの実務実習受入れ施設が被害を受け、被害の

少なかった施設においても被災者の救援活動で多忙を極め、平成２３年度の実務実習が

当初の予定どおりに行えなくなる可能性がでてきたことから、平成２３年３月２６日付

けで各都道府県病院薬剤師会会長宛に「震災と平成２３年度実務実習について」を通知

して、東北地方の薬系大学に所属する薬学生の実習を円滑に行えるようにするために、

平成２３年度第１期以降の実習については東北地方の薬学生を積極的に受入るよう働き

かけた。 
(4)	
 日病薬認定指導薬剤師の認定	
 

	
 薬学教育６年制の長期実務実習における日病薬が認定する指導薬剤師は、平成２２年

度は、３期に分けて第８期から１０期の認定申請を受け付けた。薬学教育委員会で認定

審査を行い、認定者は第８期（４月１日~７月３１日）２２６名、第９期（８月１日~

１１月３１日）１７１名、第１０期（１２月１日~３月３１日）は、平成２３年４月に

認定審査を行うことになっている。 
	
 通算して第１期から第９期に認定した日病薬認定指導薬剤師は３,７０９名である。 
 
４．医療安全対策への取り組み 
(1)	
 院内感染対策への対応	
 

	
 国内の医療施設において、多剤耐性菌の院内感染事例が報告されたことなどから、 厚
生労働省医政局は、平成２２年９月６日付で各都道府県衛生主管部（局）宛に「多剤耐

性アシネストバクター・バウマニ等に関する院内感染対策の徹底について」とする事務
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連絡を発出し、各医療施設が多剤耐性アシネストバクター・バウマニ等に対して適切な

対応を行うための参考資料を示したことを受けて、本会では平成２２年９月１５日付で

会員に、「医療関連感染（院内感染）対策に薬剤師の積極的貢献を」とする通知を本会の

ホームページに掲載した。この中で多剤耐性菌に関する最新の動向、薬剤部門が常時把

握しておくべき事項、院内感染対策等について示して、院内感染防止するために薬剤師

が積極的に貢献するように要請した。 
(2)	
 医薬品による医療事故防止についての対応	
 

	
 リラグルチド（商品名：ビクトーザ皮下注）は、２型糖尿病の患者に適応があるヒト

GLP-1 アナログ注射液で平成２２年６月１１日に発売された製剤である。発売後３ヶ月

しか経過していないにもかかわらず、インスリン療法を中止してリラグルチドに切り替

えた症例で、糖尿病ケトアシドーシスを発症し、死亡した症例、著明な高血糖をきたし

た症例が報告されたことから、本会では平成２２年１０月５日付で会員に、「ビクトーザ

皮下注の使用に当たっての緊急情報と注意喚起」とする通知を本会のホームページに掲

載した。この中でインスリン療法からリラグルチドへの切り替える事例については、薬

剤師は処方監査と患者情報を基に、当該薬剤を投与することの妥当性等について疑義照

会を行うなどの慎重な対応を取るよう要請した。 
(3)	
 医薬品安全管理責任者講習会	
 

医薬品安全管理責任者講習会は、平成２２年度は４回開催した。第１回は平成２３年

１月２７日（木）にベルサール渋谷ファーストで開催し、２９３名が受講した。第２回

は２月１０日（木）に大阪会館で開催し、２３８名が受講した。第３回は３月３日（木）

に東京医科歯科大学M&Aタワー大講堂で開催し、２６４名が受講した。第４回は３月１

１日（金）にチサンホテル新大阪で開催し、２４０名が受講した。	
 

同講習会には、医療安全対策委員会が中心となって実施しているが、今年度は「処方

せんの記載変更への対応	
 ̶医薬品安全管理責任者の果たすべき役割	
 ̶、医薬品バーコー

ド利活用、効果的なインシデント分析方法、医療安全に関する最近の話題等の講義が行

われた。	
 

 
５．新公益法人制度への取り組みについて 
	
 新公益法人制度への取り組みについては、平成２０年度から法人化特別委員会が中心

となって、移行すべき法人格、移行に伴う運営スケジュール等について検討してきた。 
移行する法人格は、平成２２年２月６日（土）に開催した第４３回通常代議員会におい

て、「一般社団法人日本病院薬剤師会」とすること、平成２３年初旬に一般社団法人への

移行申請を行う予定で作業を進めることが承認されたところである。 
平成２２年度は、内閣府との具体的な折衝をもとに、移行に伴う運営スケジュール（案）、

定款（案）、定款細則（案）、一般社団法人への移行に伴う各種諸規定変更（案）、内閣府

へ提出する移行認可申請書（案）を策定し、一般社団法人移行完了時の社員となる代議
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員選挙を実施した。 
定款（案）、定款細則（案）、移行認可申請書（案）は、平成２３年２月５日（土）に

開催した第４４回通常代議員会、第４１回臨時総会において承認され、２月１０日（木）

に内閣府に一般社団法人への移行認可申請を行った。一般社団法人へ移行する時期は、

平成２３年度前半に完了する見込みである。 
	
  
６．e-ラーニングによる生涯研修への取り組み 
	
 生涯研修委員会が中心となり、本会が主催する研修会、講習会を時間の制約や会場が

遠いなどの理由で研修を受講できなかった会員のために、昨年度からe-ラーニングシス
テムの導入を検討してきたが、平成２２年１１月から均質で高度な生涯研修の実施を目

指してe-ラーニングを開始した。現在配信しているコンテンツは、平成２２年８月２２
日（日）の中小病院薬剤師実践セミナー、９月１６日（木）の第３１回実務研修会、１

０月２４日（日）中小病院薬剤師実践セミナーの一部を収録したものを掲載している。 
	
 e-ラーニングの利用案内、受講の流れ、受講料、公開セミナー一覧等は、本会のホー
ムページのトップ画面の左上に設置したバナーで閲覧することができる。 
 
７．専門薬剤師認定制度への取り組み	
 

(1)	
 がん薬物療法認定薬剤師	
 

	
 平成２２年度がん薬物療法認定薬剤師認定試験は、平成２２年７月４日(日)に渋谷フ

ォーラム8において実施し、２２１名が受験した。１１０名が合格、１１１名が不合格

となり、合格率は５０％であった。平成２２年９月１１日（土）に認定審査委員会を開

催し、認定申請のあった１０１名の申請書類等を基に厳正な認定審査を行い、９４名を

認定した。認定者はホームページ上で公開している。	
 

(2)	
 感染制御認定薬剤師	
 

	
 平成２２年度感染制御認定薬剤師認定試験は、平成２２年６月２０日（日）に渋谷フ

ォーラム8において実施し、１９３名が受験した。１６４名が合格、２９名が不合格と

なり合格率は８５％であった。平成２２年９月６日（月）に認定審査委員会を開催し、

認定申請のあった１２９名の申請書類を基に厳正な認定審査を行い１１１名を認定した。

認定者はホームページ上で公開している。	
 

(3)	
 感染制御専門薬剤師	
 

	
 平成２２年度感染制御専門薬剤師認定試験は、平成２３年１月９日（日）に渋谷フォ

ーラム8において実施し、３７名が受験した。３０名が合格、７名が不合格となり合格

率は８１％であった。平成２３年３月７日（月）に認定審査委員会を開催し、認定申請

のあった１６名の申請書類を基に厳正な認定審査を行い１５名を認定した。認定者はホ

ームページ上で公開している。	
 

	
 また、感染制御専門薬剤師の更新審査については、平成２３年３月７日（月）に認定	
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審査委員会を開催し、認定申請のあった３２名の申請書類を基に厳正な認定審査を行い

３２名を認定した。	
 

(4)	
 精神科薬物療法認定薬剤師	
 

	
 平成２２年度精神科薬物療法認定薬剤師認定試験は、平成２２年６月２７日（日）に

渋谷フォーラム8で実施し、７６名が受験した。５２名が合格、２４名が不合格となり

合格率は６８％であった。平成２２年９月９日（月）に認定審査委員会を開催し、認定

申請のあった５８名の申請書類を基に厳正な認定審査を行い４８名を認定した。認定者

はホームページ上で公開している。	
 

(5)精神科専門薬剤師	
 

	
 平成２２年度精神科専門薬剤師認定試験は、平成２３年１月２３日（日）に長井記念

館地下Aホールで実施し、１０名が受験した。８名が合格、２名が不合格となり、合格

率は８０％であった。３月２日（水）に認定審査委員会を開催し、認定申請のあった３

名の申請書類を基に厳正な認定審査を行い３名を認定した。認定者はホームページ上で

公開している。	
 

(6)	
 ＨＩＶ感染症薬物療法認定薬剤師	
 

	
 平成２２年度ＨＩＶ感染症薬物療法認定薬剤師認定試験は、平成２２年７月４日（日）

にフォーラム８で実施し、１９名が受験した。１６名が合格、３名が不合格となり合格

率は８４％であった。平成２２年９月３日（金）に認定審査委員会を開催し、認定申請

のあった１４名の申請書類を基に厳正な認定審査を行い１３名を認定した。認定者はホ

ームページ上で公開している。	
 

(7)	
 ＨＩＶ感染症専門薬剤師	
 

平成２２年度ＨＩＶ感染症専門薬剤師認定試験は、平成２３年１月２３日（日）に長

井記念館地下Aホールで実施し、２名が受験した。２名が合格し、合格率は１００％で

あった。平成２２年度は、申請者がいなかった。	
 

(8)	
 妊婦・授乳婦薬物療法認定薬剤師	
 

	
 平成２２年度妊婦・授乳婦薬物療法認定薬剤師認定試験は、平成２２年７月４日（日）

にフォーラム８で実施し、２７名が受験した。２１名が合格、６名が不合格となり、合

格率は７８％であった。平成２２年９月５日（日）に認定審査委員会を開催し、認定申

請のあった３６名の申請書類を基に厳正な認定審査を行い２３名を認定した。認定者は

ホームページ上で公開している。	
 

(9)	
 妊婦・授乳婦専門薬剤師	
 

平成２２年度妊婦・授乳婦専門薬剤師認定試験は、平成２３年１月１６日（日）に長

井記念館１階A会議室で実施し、２名が受験した。２名が合格し、合格率は１００％で

あった。平成２２年度は、申請者がいなかった。	
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８．ハイリスク薬の薬剤管理指導に関する業務ガイドライン(Ver.2)の策定	
 

薬剤業務委員会では、平成２１年１０月に策定した「ハイリスク薬の薬剤管理指導に

関する業務ガイドライン(Ver.1)」について、ハイリスク薬に睡眠鎮静薬を追加するなど

対象薬剤を拡大し、「ハイリスク薬の薬剤管理指導に関する業務ガイドライン(Ver.2)」

として改訂版を策定し、１１月４日付きで本会のホームページに掲載して会員各位に周

知を図った。 
 
９.	
 医薬品情報の適正化への取り組み	
 

	
 平成２１年度に本会に「インタビューフォーム検討会」を設置し、年に４回薬価収載

される新医薬品及び年２回薬価収載される後発医薬品のインタビューフォームに記載さ

れた医薬品情報の適正化等について検討してきたところである。平成２２年度の同検討

会は、これまで６月２１日（月）、８月３１日（火）、１１月４日（木）、平成２３年２月 
２２日（火）の４回開催し、合計７０品目のインタビューフォームの記載内容等につい

て検討を行った。同検討会での問題点及び指摘事項は、該当企業にフィードバックして

改善すべき事項を検討するよう依頼した。 
	
 また、会員からインタビューフォームに関する意見・指摘事項等を募集するために、

本会のホームページのトップ画面に「インタビューフォームへのご意見はこちら」とす

るコーナーを設けて、インタビューフォーム検討会への意見を募集している。 
 
10. プレアボイド報告への取り組み 
	
 プレアボイド報告は、医薬情報委員会プレアボイド報告評価小委員会で積極的に取り

組んでおり、同委員会でプレアボイド報告の評価、薬学的患者ケアの解析を行い、優良

事例は日病薬誌“プレアボイド広場”に掲載して会員にフィードバックしている。 
	
 平成２２年度は、会員へのプレアボイド報告の充実化を目的として、優良事例を本会

のホームページに掲載するために IT 環境の整備等の作業を行ってきたが、平成２３年
１月１４日付でトップ画面の最新情報のコーナーに「プレアボイド優良事例の公開につ

いて」とする標題で会員に周知したところである。今般、百数十例を公開して情報の共

有を図ることとした。また、プレアボイド事例は、平成２１年度優良事例、過去の模範

事例を見る事ができ、「被疑薬」、「回避した有害事象」、「薬剤師のケア」に含まれる単語

をワード検索することが可能となっている。 
 
11. 重篤副作用疾患別対応マニュアル作成への取り組み 
	
 重篤副作用疾患別対応マニュアルは、厚生労働省医薬食品局が平成１７年度から開始

した「重篤副作用総合対策事業」により作成しているもので、重篤な副作用の早期発見、

早期対応を図ることを目的としたものである。本マニュアルは、医薬情報委員会の委員

を中心に編成された１３名のワーキング委員と厚生労働省、医薬品医療機器総合機構、
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関係医学会が連携をとって作成してきたものである。 
	
 平成２２年度の重篤副作用疾患別対応マニュアルは、急性散在性脳骨髄炎、出血性膀

胱炎、低血糖、味覚障害、無菌性髄膜炎、腎盂腎炎、腎性尿崩症、腫瘍崩壊症候群、小

児の急性脳症、特発性骨頭無腐性壊死、卵巣過剰刺激症候群、角膜混濁の１２疾患につ

いてワーキング委員で内容等について検討を行い、平成２２年２月１６日（水）に開催

された重篤副作用総合対策検討会で原案が承認されたところである。同マニュアルは、

医薬品医療機器総合機構のホームページに掲載されている。なお、「重篤副作用総合対策

事業」による重篤副作用疾患別対応マニュアルの作成は、平成２２年度で終了した。 
 
12．規模別・機能別薬剤師業務に関する取り組み 
(1) 療養病床委員会 
①	
 平成２０年度「退院時業務アンケート調査」及び平成２１年度「病院薬剤部門の 
	
 現状調査」結果を基に、薬剤部門が積極的に退院時共同指導を実施している施設を 
	
 ６施設訪問取材する予定でいたが、現在、3施設での訪問取材を完了し、この結果 
	
 を中間報告として取りまとめて、平成２３年3月末に開催される予定であった日本 
	
 薬学会年会におけるポスター発表にエントリーされている。 
②	
 	
 中小病院薬剤師実践セミナーにおいて、高齢者薬物療法の適正化と地域の医療・ 
	
 	
 介護連携を図るために、「薬剤師の医療連携への貢献」（講師：木村隆次先生）と 
	
 	
 するテーマで特別講演を行った。 
③	
 「退院時共同指導」及び「おくすり手帳」・「後期高齢者退院時薬剤情報提供」、「退

院時サマリー」等の実施促進及び活用を図るため、５月に四国地区において「薬

薬連携ワークショップ」、１１月には北海道地区で「薬薬連携シンポジウム」を療

養病床委員会委員が中心となって開催した。 
(2)	
 精神科病院委員会 
①	
 	
 精神科病院全国担当者メーリングリストで、「薬原性錐体外路評価尺度

（DIEPSS）講習会」の都道府県別実施状況及び受講者数について調査を実施し
た。その結果、４１都道府県での受講修了者総数は９０８名であることが把握で

きたが、DIEPSSが臨床現場で充分に活用されていないことから、平成２２年度
中に「DIEPSSによる処方支援のプロトコール」を策定することになっている。 

②	
 	
 救急入院料算定病棟、急性期治療病棟における「薬剤師病棟配置」の実現に向

けて、実施施設を見学するとともに、会員に対してアンケート調査を実施して意

見を収集することにしている。 
③	
 	
 平成２２年度厚生労働科学研究費補助金「多剤併用患者のスクリーニング方法

の要素の抽出・副作用モニタリング手法の開発研究  ̶ QT延長が報告されている
薬剤の安全使用に関する研究  ̶」（分担研究者：松田公子）について、精神科病
院全国担当者メーリングにより、薬原性QTc延長に薬剤師が関わった症例を収集
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するとともに、精神科病院委員会委員が当該研究に協力した。 
(3)	
 診療所委員会 
①	
 	
 診療所に勤務する薬剤師の実態を把握し、経年変化を見て、診療所薬剤師業務

の在り方を検討するため「平成２２年度診療所薬剤部門の現状調査」を実施した。 
現在、調査結果を基に、報告書をとりまとめているところである。 

②	
 	
 中小病院委員会と協力し、８月と１０月の「中小病院薬剤師実践セミナー」に

おいて、「診療所におけるハイリスク薬への取り組み」、 「透析クリニックにおけ
る薬剤師の役割」とするテーマで発表し、診療所における取り組みの推進を図っ

た。 
③	
 	
 平成２２年１１月１３日（土）に千葉市の幕張メッセで開催した全国診療所薬

剤師協議会において、「医薬品安全管理に関する最近の話題」とする特別講演の後、

全国の診療所に勤務する会員相互で意見交換を行った。 
(4)	
 中小病院委員会 
①	
 	
 中小病院の薬剤師が取り組む業務内容、方法を提示するため中小病院薬剤師実

践セミナーを東京会場と大阪会場で２回開催し、合計３９１名が受講した。 
②	
 	
 「医療スタッフの協働・連携によるチーム医療の推進について」（厚生労働省医

政局長通知 H22.4.30 ）において、薬剤師が取り組むべき９項目の業務例から、
全国の中小病院で取り組まれている成功事例の具体的な業務内容・取り組みを提

示し、これから取り組もうとしている病院薬剤師の指針とするために、実例集を

作成することとし、内容、執筆者等について検討しているところである。 
③	
 	
 平成２２年度「病院薬剤部門の現状調査」結果を基に、２０床以上から１９９

床以下のデータを抽出して、「病院における薬剤師の業務及び人員配置に関する検

討会」報告書において、「病院薬剤師のあるべき業務と役割」として示された業務

について、中小病院で実施する場合の達成目標、重点的に取り組む業務、具体的

な実施方法等について、病院の機能・規模別に提示するための作業を行った。 
 
13．広報活動への取り組み・日病薬ホームページの維持管理	
 

	
 広報・出版部は、平成２２年度から日病薬ホームページの充実を目指し、広報・出版

部のページを設置し、堀内龍也会長日誌【龍の道】の公開を開始した。また、週１回情

報を配信する日病薬メールニュース（JSHP	
 Mail	
 News）を７月から開始した（年末号No.25

では、943名に配信）。出版部門を設置し、12月末までに3件の出版申請を審査した。	
 

	
 ホームページのトップ画面にある「最新情報」のコーナーでは、厚生労働省から発出

された「使用上の注意の改定」等の各種通知文書、新薬価収載品目、副作用情報の情報

を逐次、ホームページに掲載して会員へ情報提供に務めている。	
 

	
 また、平成２１年度に広報部が作成した各領域の専門薬剤師の役割・業務等について

紹介した「クローズアップ専門薬剤師」のパンフレットを都道府県病院薬剤師会、薬系

大学、病院関係団体等に配布して、国民に専門薬剤師の啓発を行った。 
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14．日病薬誌の編集・発行等 
	
 日病薬誌の編集・発行等は、編集委員会が日本病院薬剤師会雑誌掲載内容の企画の立

案と編集・発行、読み易い日病薬誌の改善を図るために検討を行ってきた。平成２２年

度は、掲載内容の企画テーマ案の決定を工夫し、メーリングで意見交換を活発に行うと

ともに、｢新薬の紹介｣の積極的な執筆依頼を行い、掲載数の増加により収入増に努めた。	
 

	
 また、前年度より継続して行っていた抗がん薬と抗菌薬の略語の使用を標準化するた

めの「略語リスト」を完成させ、ホームページに掲載した。併せて、会員にとってより

読みやすい会誌とするために検討を行い、第４６巻９号より本文の書体と表組書体を変

更し、さらに製版の行程を見直すことにより、従来よりも僅少の増額で２色刷が可能と

なったので、第４７巻１号より２色刷とした。	
 

 
15．調査研究事業 
(1) 学術小委員会調査研究 
	
 平成２２年度の学術小委員会は、昨年度は６小委員会であったが、新規に３小委員会

を立ち上げ、１小委員会が昨年度で調査研究が終了したので、合わせて８小委員会を編

成して調査研究を行なっているところである。８小委員会の研究報告は、１１月１２日

（金）千葉市の京葉銀行文化プラザで開催された平成２２年度病院薬局協議会で発表さ

れた。同協議会への参加者は約１９０名であった。 
	
 なお、平成２２年度の各学術小委員会の最終研究報告は日病薬誌第４７巻８号に掲載

する予定となっている。併せて、平成２３年度の学術小委員会活動の新規募集について

は、日病薬誌第４６巻１１号に募集案内を掲載したところであるが、募集する領域は、

「医療及び医療経済における薬剤師の貢献にかかる良質のエビデンス構築」、「使い方が

難しい医薬品及び未承認薬の使用に関する問題点と適正使用の方策」とし、学術小委員

会の活動単位は１年間とし、全体計画は３年以内とすることとなっている。 
	
 また、学術小委員会の活動は、本会のホームページのトップ画面の右側に「日病薬の

学術活動」のコーナーを設けて、現在の活動内容、学術小委員会が作成したガイドライ

ン等、年次活動報告（平成１４年度以降）等の情報を掲載している。 
(2) 病院薬剤部門の現状調査 
	
 平成２２年度「病院薬剤部門の現状調査」は、病院において薬剤師が行っている業務

の現状及び経年変動を把握し、今後の病院薬剤師のあるべき業務とあり方について検討

するとともに、これまで病院薬剤師人員配置規準の見直しおよび診療報酬改定の要望を

行う際の根拠となる資料として活用されており、会務運営上からも最も重要な意義をも

つ調査である。平成２２年度は、日病薬会員が所属する医療機関のうち２０床以上を有

する６,８０３施設と今年度より日病薬会員が所属しない医療機関のうち２０床以上を
有する１,５６８施設を加え合計８,３７１施設を調査対象施設とし、７月末を回答期日
として調査を実施した。回答は、調査用紙を返送するか、日病薬のホームページから
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Web を利用する方式とした。回答施設数は、非会員施設を含め５,０９０施設であった
が、そのうち集積に用いることのできた施設数は５,０２７施設で、回答率は６０.１％
であった。 
	
 

16．東日本大震災への対応	
 

	
 平成２３年３月１１日（金）１４時４６分に発生した東日本大震災（東北地方太平洋

沖地震：マグニチュ̶ド９.０）により、堀内会長を本部長とする災害対策本部を設置し

て、被災地などとの電話連絡により、被災状況の確認と情報収集を行うとともに、厚生

労働省、日本薬剤師会等と連携をとりながら次のような対応をとった。	
 

①	
 薬剤師ボランティアを募集し、岩手県、宮城県、福島県の被災地の支援拠点と連	
 

	
 絡を取り、薬剤師を岩手県は県立大船渡病院、宮城県は石巻赤十字病院、女川町立	
 

	
 病院、福島県はいわき市立総合磐城共立病院、舞子浜病院、ひらた中央病院等の医	
 

	
 療機関に派遣した。	
 

	
 	
 ＊３月３１日現在、病院薬剤師ボランティア登録者数１０４名。派遣者数３１名。	
 

	
 	
 	
 延べ派遣者数１３０名。延べ派遣者数の派遣先県別内訳は、岩手県２１名、宮城

県７１名、福島県３８名である。	
 

②	
 薬剤師ボランティアとして被災地で医療支援活動を行った活動報告を本会のホ	
 

	
 ームページに掲載して、薬剤師ボランティアとして参加する方の参考とした。	
 

③	
 病院団体等に、各病院から派遣する医療支援チームの一員として薬剤師が参加す	
 

	
 るよう要請した。	
 

④	
 厚生労働省から発出された東日本大震災に関する処方せん医薬品の取扱い、保険	
 

	
 診療関係等の取扱い、被災者の公費負担の取扱い、医薬品の長期投与処方の自粛及	
 

	
 	
 び分割調剤の考慮、医療保険制度の対応など数多くの通知文書について解説を加え	
 

	
 	
 て本会のホームページに掲載して会員に情報提供した。	
 

⑤	
 東京電力福島第一原子力発電所の事故による炉心溶融のため、環境中に一部放射	
 

	
 能が飛散したことにより、飲食物の風評被害が起きたことから、飲食物の放射能の	
 

	
 「暫定規制値」について正しく理解をしてもらうため、この問題について解説を加	
 

	
 	
 えて本会のホームページに掲載して会員に情報提供した。	
 

	
 ⑥	
 被災地の復旧、復興活動に役立てていただくために、義援金募集を行った。	
 

	
 

17．その他	
 

	
 平成２２年度の日本病院薬剤師会賞３名、病院薬学賞３名並びに功労賞３名の受賞者

は、６月５日（土）に長井記念館地下Bホールで開催した第４０回通常総会において表

彰した。また、平成２２年度学術奨励賞の受賞者５名を、平成２２年１１月１２日(金)

に京葉銀行文化プラザで開催した平成２２年度病院薬局協議会において表彰した。	
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Ⅱ．教育・研修等関連	
 

１．がん専門薬剤師研修事業	
 

(1)	
 実務研修（３ヵ月間）	
 

	
 平成２２年度のがん専門薬剤師研修事業は、３ヵ月間の実務研修を第１期、第２期、

第３期の３クール実施し、研修生は合計６８名であった。	
 

	
 研修期間と研修生については、第１期研修は５月１０日（月）から８月６日（金）の

期間に１１名、第２期研修は９月６日（月）から１２月３日（金）の期間に２０名、第

３期研修は平成２３年１月５日（水）から３月２５日（金）の期間に３７名が研修を受

講し、合計６８名が研修を修了した。なお、平成１８年度から平成２２年度までの５年

間に合計９３４名が本会の研修認定施設において研修を履修した。	
 

(2)	
 集中教育講座	
 

	
 集中教育講座は、がん専門薬剤師研修事業講義研修の一環として研修施設内で実施す

る講義研修を補完することを目的として実施するもので、平成２２年度は3回開催した。

第１回は６月１２日(土)・１３日（日）に京都大学薬学部講堂で開催し３０５名が受講

した。第２回は１２月２５日（土）・２６日(日)に九州大学医学部百年講堂で開催し３５

２名が受講した。第３回目は平成２３年２月２６日（土）・２７日（日）にニューピアホ

ール（浜松町）で開催し５２４名が受講した。	
 

	
 

２．感染制御専門薬剤師講習会	
 

	
 平成２２年度感染制御専門薬剤師講習会は、認定者を対象とした講習会及びこれから

認定を取得しようとする会員を対象とした講習会を福岡と東京の２会場で開催した。	
 

	
 福岡会場は、５月１５日（土）九州大学医学部百年講堂において開催し２２０名が受

講した。東京会場では、平成２３年１月８日（土）ベルサール神田で開催し３８４名が

受講した。	
 

	
 

３．精神科薬物療法認定薬剤師認定講習会	
 

	
 平成２２年度精神科薬物療法認定薬剤師講習会は、東京と福岡の２会場で開催した。

東京会場は、６月１３日（日）星薬科大学百年記念館において開催し２５２名が受講し

た。福岡会場は、１１月２１日（日）九州大学医学部記念講堂において開催し２２８名

が受講した。	
 

	
 

４．妊婦・授乳婦薬物療法認定薬剤師養成研修	
 

	
 妊婦・授乳婦薬物療法認定薬剤師の養成研修は、認定申請資格により日病薬が認定す

る研修施設において「模擬妊婦・模擬授乳婦とのロールプレイ」を含めたカウセリング

技術等や，情報評価スキルの確認トレーニング等の実技研修を４０時間以上履修するこ

とが義務づけられている。平成２２年度は通算して第3期（平成２２年６月から７月）
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に３１名が養成研修を履修した。第４期（平成２２年１１月から平成２３年２月）には

１０名が履修した。	
 

	
 平成２２年度妊婦・授乳婦薬物療法認定薬剤師講習会は、２回開催した。５月２２日

（土）・２３日（日）の星薬科大学では、１４２名が受講した。１０月１７日（日）は星

薬科大学で開催して１２８名が受講した。	
 

	
 

５．ＨＩＶ感染症薬物療法認定薬剤師養成研修	
 

	
 ＨＩＶ感染症薬物療法認定薬剤師養成研修は、認定申請資格により日病薬が認定す

る研修施設において「ＨＩＶ感染症関連の実技研修」を１６時間以上履修することが

義務づけられている。平成２２年度は通算して第３期（平成２２年５月から７月）に

１４名が養成研修を履修した。	
 

	
 

６．実務研修会	
 

	
 第３１回日病薬実務研修会は、平成２２年９月１６日（木）から９月１８日（土）の

３日間、「はあといん乃木坂」で開催した。受講者は１１０名であった。	
 

	
 平成２２年度のグループ討論のテーマは、「安全で安心な医療を提供するために」とし

て、１グループを９～１２名編成として１０グループで討論を行った後、各グループか

らの発表を基に全体討論を行った。同セミナーの講演内容は収録されており、３コマを

e-ラーニングにて掲載している。	
 
	
 

７．第１０回ＣＲＣと臨床試験のあり方を考える会議	
 2010	
 in	
 別府	
 

	
 「ＣＲＣと臨床試験のあり方を考える会議」は、日本臨床薬理学会、日本看護協会、

日本病院薬剤師会、日本臨床衛生検査技師協会が順番に企画して開催する会議である。

平成２２年度は日本臨床薬理学会が主催団体となり、１０月１日（金）～３日（日）

の３日間、「創薬育薬医療チームの育成とプロフェッショナルとしての役割」をテーマ

として、大分県別府市のビーコンプラザで開催され、約２，９００名が参加した。	
 

同会議は、特別講演１件、教育講演２件、シンポジウム４件、教育セッション２件、

教育及び臨床セミナー６件、ランチョンセミナー６件、特別企画１件、ポスター発表

は１９３題が行われた。なお、平成２３年度は日本臨床薬理学会の主催により、平成

２３年９月２４日（土）と２５日（日）の２日間に岡山市で開催することになってい

る。	
 

	
 

８．フレッシュＣＲＡのための治験セミナー	
 

	
 製薬企業の開発部門及び臨床試験を支援する企業の担当者を対象としたセミナーであ

る「フレッシュＣＲＡのための治験セミナー2009」は、平成２１年６月１９日（金）に

「タワーホール船堀」において開催し、１０６名が受講した。	
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９.ＣＲＣ養成研修会	
 

平成２２年度のＣＲＣ養成研修会は平成２２年８月２３日（月）から２５日（水）の

３日間、慶応義塾大学薬学部で開催した。受講者は１５１名であった。なお、フォロー

アップ研修会は平成２３年３月４日（金）・５日（土）に東京都新宿区の日本青年館ホテ

ルで開催し、１１４名が受講した。	
 

	
 

10．治験事務局セミナー	
 

	
 平成２２年度の「治験事務局セミナー2011」は、平成２２年１１月２０日（土）に東

京都新宿区のＴＫＰ代々木ビジネスセンターで開催し、１８７名が受講した。２回目は

平成２３年１月１５日（土）に福岡のパピヨン24ガスホールで開催し、１０３名が受講

した。	
 

	
 

11.薬剤師のための臨床研究セミナー	
 

	
 薬剤師が臨床研究を実際するうえで、倫理的手続きなど必要な事項を習得することを

目的とした臨床研究セミナーを平成２２年度は東京と大阪会で２回開催した。東京会場

は平成２２年１１月１９日（金）にＴＫＰ代々木ビジネスセンターで開催し、１０２名

が受講した。大阪会場は、平成２２年１１月２７日（土）にＴＫＰ大阪梅田ビジネスセ

ンターで開催し、９５名が受講した。	
 

	
 

12．病院診療所薬剤師研修会	
 

	
 病院診療所薬剤師研修会は、日本薬剤師会・日本病院薬剤師会主催、日本薬剤師研修

センター共催で開催しているが、平成２２年度は、「今、薬剤師業務を原点に帰り考える」

とするテーマで、６月中旬から１１月下旬にかけて２日間の日程で福岡、広島、仙台、

札幌、東京、大阪、名古屋の７箇所で開催し、本会の役員及び関係者が講師となって講

義を行った。	
 

	
 

13.中小病院薬剤師実践セミナー	
 

	
 中小病院の薬剤師が取り組む業務について、業務内容・取り組み方法等を提示するこ

とを目的とした中小病院薬剤師実践セミナーを平成２２年度は東京と大阪で２回開催し

た。東京会場は平成２２年８月２２日（土）に国際ファッションセンタービルで開催し

１５７名が受講した。大阪会場では平成２２年１０月２４日（日）に大阪ＹＭＣＡ国際

文化センターで開催し１３４名が受講した。同セミナーの講演内容は収録されており、

３コマをe-ラーニングにて掲載している。 
	
 

14．生涯研修認定制度	
 

	
 生涯研修履修認定（５年間継続者対象）は、平成２２年で第１２回目を迎えており、
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１,４８９名に対して認定を行い、１２年間で合わせて９,４７８名を認定した。単年度

の生涯研修認定は、全国で１４,６９１名に対して行った。	
 

	
 また、生涯研修認定制度を円滑に運営することを目的として「生涯研修認定制度ガイ

ドライン Ver.1」を策定した。このガイドラインには、生涯研修認定制度に係る取扱い
に関して、生涯研修記録・認定申請書・生涯研修手帳の入手方法、研修・単位、認定・

申請、履修認定、認定証・履修認定証、研修の区分、評価（単位）基準等について示し

ている。	
 

	
 

Ⅲ．国際交流関連	
 

１．第７０回国際薬学連合会議（ＦＩＰ）への参加	
 

	
 第７０回国際薬学連合会議は、平成２２年８月２８日(金)から９月２日(水)の日程で、

リスボン（ポルトガル共和国）で開催された。日病薬からは、田崎嘉一氏（旭川医科大

学病院薬剤部）を派遣した。田崎嘉一氏は、抗インフルエンザウイルス薬の使用に関し

て、「Use of antivirals and drug resistance - Japanese experience」とする演題名で、
日本での対応，過去のオセタミビルと異常行動に関連する調査内容、薬剤耐性ウイルス

について発表された。なお、今回の国際薬学連合会議の概要については日病薬誌第４７

巻第２号の「学会報告」に掲載することになっている。	
 

	
 

２．第４５回ミッドイヤー臨床薬学会議（ＡＳＨＰ）への参加	
 

	
 第４５回ミッドイヤー臨床薬学会議は、平成２２年１２月５日(日)	
 から１２月９日

(木)の日程でAnaheim, Californiaにおいて開催された。平成２２年度の参加助成につ
いて日病薬誌、日病薬のホームページにて募集したところ、１名から申請書が提出され、

国際交流委員会で書類審査を行い、参加助成者として植木	
 哲也氏（北九州市立八幡病

院）を同会議に派遣した。演題名は「Cross-sectional study on relationship between 
constipation and medication  in consideration of sleep disorder（submission number: 
219930）」である。 
 
３．海外からの研修生の受け入れ	
 

(1) ＪＩＣＡ集団研修病院薬学コース	
 
ＪＩＣＡ集団研修病院薬学コースは、「独立行政法人国際協力機構（JICA）の委託を受

けて「国際医療技術交流財団」（JIMTEF）と日病薬が連携をとりながら実施しているが、

平成２２年度はイラク、ミャンマー、ベトナム、サモア、ミクロネシア、パプアニュー

ギニアの６カ国から６名の病院薬剤師を受け入れ、平成２２年１０月４日(月)	
 から１１

月４日(木)までの期間に研修を行った。講義研修カリキュラム、日程等については国際

交流委員会を中心として策定した。講義研修は、JICA東京国際センターにおいて日病薬

の役員並びに関係者、専門家による１４名が講師として講義を行った。	
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また、病院薬局での見学型実習は首都圏の合計４施設の病院薬局で、それぞれ５日間

の日程で行うとともに、施設見学は、製薬会社（大正製薬）の工場見学と薬系大学（慶

応大学薬学部）で行った。同病院薬学コースは本年度から更に規模が縮小され、昨年度

の４５日間から３０日間となった。	
 

(2) インドネシア政府職員の研修	
 
インドネシア政府の要請により、主として医薬品の供給管理等を担当するインドネシ

ア政府職員の２名を受け入れ、平成２２年１２月１日（水）に国際交流委員会委員長の

折井常務理事が「医薬品情報管理」について講義を行うとともに、１２月３日（金）に

は、加賀谷委員により「日本の医薬品供給管理」について講義を行った。	
 

(3) 諸外国の薬剤師との交流	
 
①	
 日中薬剤師国際論壇	
 

	
 平成２２年１１月１３日（金）に千葉市のホテルグリーンタワー幕張において、日本、 
	
 中国の病院薬剤師の質の向上と情報の共有及び医療薬学等の関係者の研究成果の発表 
	
 と活発な情報交換を行うことを目的とした「日中薬剤師国際論壇」を開催した。 
	
 	
 日中薬剤師国際論壇は、平成２１年度に北京市で第１回目が開催され、平成２２年	
 

	
 度は日本医療薬学会年会の前日に、第２回目として日本病院薬剤師会と中国薬学会と	
 

	
 の共催で開催したものであり、本会の国際交流委員会と中国薬学会により組織委員会	
 

	
 を編成して運営にあたった。同論壇では、日本、中国、韓国、台湾、アメリカ合衆国	
 

	
 から１８名のパネラーによる講演が行われ、約１４０名が参加した。	
 

	
 	
 また、同論壇の終了後に日本医療薬学会年会に参加する中国、韓国の病院薬剤師を	
 

	
 招待した情報交流会を開催し、各国の病院薬剤師と交流を深めることができた。	
 

	
 	
 第3回日中薬剤師国際論壇は、平成２３年５月２７日（金）から５月３０日（日）	
 

	
 までの期間に北京市で開催されることになっている。	
 

② 日中韓国際シンポジウム	
 
	
 	
 本会と日本医療薬学会の国際交流委員会が協力し、平成２２年１１月１３日（土）	
 

	
 に開催した日本医療薬学会年会の「日中韓国際シンポジウム」において、

「CJK(China-Japan-Korea)alliance	
 for	
 pharmaceutical	
 health	
 care	
 and	
 	
 sciences	
 	
 

	
 	
 2010」とするテーマのシンポジウムにおいて、日本、中国、韓国の病院薬剤師により、	
 

	
 	
 意見交換を行った。	
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Ⅳ．関連団体等への協力(役員等)	
 

１．（社）日本薬剤師会	
 

	
 	
 	
 副会長：土屋常務理事．常務理事：清水常務理事	
 

２．（一社）日本医療薬学会	
 

日病薬役員で日本医療薬学会役員兼務者（平成２２年１月から１２月）は次の通り。	
 

	
 	
 	
 監事：内野監事	
 

	
 	
 	
 理事：堀内会長、大石常務理事、奥田常務理事、北田常務理事、鈴木常務理事、	
 

	
 	
 	
 	
 	
 	
 林常務理事	
 

３．（財）日本薬剤師研修センター	
 

	
 	
 	
 理事：堀内会長．評議員：幸田常務理事	
 

４．（財）日本医薬情報センター	
 

	
 	
 	
 理事：堀内会長．評議員：佐藤秀昭副会長	
 

５．（財）日本医療機能評価機構	
 

	
 	
 	
 監事：堀内会長．評価委員・部会員：土屋常務理事	
 

６．医薬情報担当者教育センター	
 

	
 	
 	
 評議員：遠藤理事	
 

７．（財）医療研修推進財団	
 

	
 	
 	
 評議員：松田副会長	
 

８．(財)国際医療技術交流財団	
 

	
 	
 	
 常務理事：堀内会長	
 

９．（財）日本公定書協会	
 

	
 	
 	
 評議員：堀内会長	
 

10.（社）日本病院会	
 

	
 	
 	
 参与：堀内会長	
 

11.（一社）薬剤師認定制度認証機構	
 

	
 	
 	
 理事：木平副会長	
 

12．（一社）薬学教育協議会	
 

	
 理事：堀内会長	
 

13．薬学共用試験センター	
 

	
 	
 	
 理事：木平副会長	
 

14．薬学教育評価機構	
 

	
 	
 	
 理事：堀内会長	
 


